３月議会一般質問　1.三位一体改革の総括と地方財政について　第二問（3/8　22：20）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伊藤　秀昭
1.三位一体改革の総括と地方財政について
（1）本市に約77億円の影響を与えた「三位一体改革」、市長は3年間に渡る地方分権の展望開く第一歩とされた「三位一体改革」をどう総括しているのか。
（2）国の歳入出改革による財政建て直しの動きの中で本市の今後の財政運営
減額と増額の加減で▲6.8兆円となり、豊橋市では影響額が▲7,774百万円という試算。
　平成18年度からは税源委譲は所得税（国税）から個人住民税（地方税）へ恒久措置として行うことが決まったことは画期的であっても、当初から三位一体改革は端的にいえば、「地方の自由度を高めて自主的な街づくりを可能にする－地方分権の一環である」とアドバルーンをあげながらも、地方交付税の縮減、補助金カット、税源後回しという国の財政建て直しが優先されているのではないかと感ずるのです。
1-(1)-①

そこで市長に伺いたい。「次のステップへの大きな課題である」と答弁されていますが、真の地方分権を確立するために市長は全国市長会、中核市市長会で何を訴えていくのかということです。

2000年、「地方分権一括法」が施行されました。「明治維新、戦後改革に次ぐ第三の改革」だと称されました。地方の事務を自治事務と法定受託事務に整理し、地方自治体が果たすべき役割を明確にしたのです。

自治事務は地方自治体が自己の責任によって、地域の実情に応じ、最小の経費で最大の効果を発揮すべきものです。したがって、国が関与することはあってはならないことです。よって、これにかかわる省令などは廃止し、地方が条例で定めるようにすればいいわけです。

また、法定受託事務の経費の負担については、国が本来、果たすべき役割を地方が代わって執行しているものですが、その経費が充分手当てされていない。これは「地方分権一括法」と同時に「地方財政法」が改正されなかった不合理から来ています。この点であります。
もうひとつは国直轄事業負担金の問題です。国道や一級河川の改良などの国直轄事業やその維持管理の経費について一方的に財政負担を課するやり方は極めて不合理であり、直ちに廃止すべきです。

以上の三点を市長は次の三位一体改革に取組むべきと考えるが、市長の意図することをお聞かせ下さい。

1-(1)-②

豊橋は三位一体改革の不足分を繰越金でやりくりし、来年度は財政調整基金でやりくりすることになります。「国の将来がどうなるかわからないから」とせっせと励んできた財政当局のご努力に敬意を表するものです
しかし、基金の取り崩しというのは緊急避難的な歳入確保策ではないのか、かといって資産売却、使用料、手数料の改定、徴税率の向上といっても有効な歳入策となるとはいいきれない。
また、新たな歳入確保策では、「広告事業の推進による財源の確保」についてであります。いわゆる「地方自治体の広告ビジネス」による、収入増や経費の節減を図っていく考え方であります。
愛知県豊田市や横浜市など、全国１７０の自治体でも導入されています。
豊田市はそれにより、年間100万円の経費削減、もっとも顕著なのが横浜市。多種多様な資産を活用した広告事業を展開し、約９３００万円の効果であります。
それぞれの予算規模からすれば、まだまだ小さな額かもしれませんが、「わずかな財源でも知恵と汗を出して稼ごう」という行政民営化のアナウンス効果は市民に大きなインパクトを与えると思いますが、どうでしょうか。
　
例えば、本市の「広報とよはし」は編集と印刷費と総代会委託で年間約2億円の経費をかけていますが、これを全くゼロにする可能性だってあります。民間会社に広告収入でオールカラーのかっこいい、斬新な「ザ・トヨハシ」というマガジンを作ってもらって、配布もまかせる。全戸配布だけでなく喫茶店やコンビニや病院や駅の待合室にも置いてもらえば若い人たちにも気軽に読んで楽しんでもらえる展開も考えられます。
経費ゼロの「ザ・トヨハシ」市長の考えを聞きたい。

（2）そのためのツールとして開発してきた行政評価システムの更なる展開について。

　先進的に「行政評価」に取組んできた三重県から北川知事が去り、長浜市では市長が変わり、合併問題でそれどころではない、そうした中で豊橋の行政評価システムは総合計画・基本計画・実施計画と連動し、中期財政計画、予算編成の一体的な運用にまで構築されてきて、事業の選択と予算の重点配分が担当部局の判断で行える仕組みにまで高めてこられた。
平成12年度の事務事業評価の展開から6年、当時の「行政評価推進室」から「政策調整課」と変遷してきましたが、担当課のそのご努力に敬意を表するものです。
また本来、こういうことはトップダウンで行われるものですが、幸いにも豊橋ではこの間2回の市長選挙がありましたが、市長が変わらなかった、また、平成の大合併について市長は、かたくなに時を待って動かなかった。また市民はそういう選択をしたということも大きな要因であったと思います。
また、昭和63年３月の本会議場で「プラン・ドー、チェック・アクションのPDCAの行政への展開」を提案してから18年、感慨ひとしおのものがあります。あの時、本会議が終わってから「伊藤さん、あんた言ったことおもしろかった。何か資料貸してや」と自宅に立ち寄ってくださったのは他ならぬ原議長であります。昭和63年３月8日、19年前の今日の夕方の出来事でありました。
1-(2)-③
さてこれから、どう生かし、展開していくかであります。今や厳しい財政環境のなかでの自立した「行政経営の時代」、この３月議会に「豊橋市経営改革プラン」も示されています。行財政システムと一体的な運用を図る必要があると思います。
例えば、「経営改革プラン」の定員管理の適正化の面から見れば、塵芥収集事業は毎年3.2億円の経費をかけていますが、本議会でも「収集業務の委託化、民営化」が取り上げられて久しいが、現在、収集車３人体制は、本当に必須人員なのか。2人体制ではできないのか。労働負担になるのか、収集車事故が増えるのかを精査することによって2人体制、そのことによる約40人の人員削減に通じて、単純に4億円のコスト削減につながるのではないか。行政評価システムが戦略的に展開し、行財政システムの核となり「経営改革」とリンクしていくというのはこういうことではないかと考えます。

1.-(2)-③
　また、「行政評価システム」の目的である「わかりやすく透明性の高い行政運営の実現」は市民に向かわなければなりません。「豊橋市広報戦略と連携した行政評価システム」として、この100周年を機に豊橋の広報戦略の全体的見直しと構築に取組むべきと考えますが、すでに市民が解りやすいホームページの改変に取組まれようとされていますが、意図することがあればお聞かせ下さい。

（3）「ｅ-市役所」、「ＩＴ自治体」構築の陰に膨大なＩＴ費用が費やされている。情報システムのコストコントロール強化について。

　本市の情報システム費だけでも最近では毎年6.5億円前後、市役所に汎用機が導入された昭和59年からの総計で74億円の投資が行われてきています。現在、5年間かけて戸籍情報電算化も5億円という予算であります。果たしてこの5億円は妥当性があるのだろうか、誰が精査しているのであろうか。
　また、「障害者自立支援法」の改正による「システム変更による開発費」が昨年12月議会の補正予算で1500万円が計上され、審議され、議決しています。1月に和歌山市へこのITコストの問題で視察に行きました。和歌山市はこの対応のために600万円でパッケージソフトを購入したということです。基幹システムの違いも精査しなければなりませんが、1500万円と600万円の差はなんでしょうか。
　「情報システムにどれだけの費用をかけるべきなのだろうか」「情報システムの総コストはいくらなのだろうか」「情報システムの要員は妥当なのだろうか」、「今後、ますます要求が増大する中で情報システムコストをコントロールすることはできないのか」が質問に取り上げた趣旨であります。
1-(3)-④
　答弁にありましたように、「委託業者以上の知識を持ってコストコントロールできる体制」についてであります。

　方法は二つあると思います。新たに「情報センター」を構築し、指定管理者制度で運用し、専門家に任せることです。もう一つは嘱託制度で専門家を庁内に取り込むことです。
幸いに、団塊世代が大量に退職します。この世代は一番脂の乗り切った40代にコンピュータと出会い、システム構築に悪戦苦闘してきた世代であります。こういう人たちを戦力化したらどうか、と考えますが意図することがあればお聞かせ願いたい。

1-(3)-⑤
　先日、一般質問で「ごみ問題を取り上げるため」東部環境センターへ行きました。ふと目にした大きなゴミ受付支援システム。H13年からの大きなゴミの個別収集が始まった時から稼動しているこのシステム。システムのリース料が年間1000万円余、手数料収入が年間850万円余、この差が気になっていた。それ以外に担当職員が２人、現場には６人３台体制で収集業務経費がかかっている。
しかし、２月だけでも445件の受付、それ以外に440件の問い合わせがあり、地図情報をディスプレイに出して、相談者の校区を明確にし、月１回の収集の案内をしたり、ごみ出しの相談に乗っているという実態を知りました。
　相談者はほとんどが高齢者や障害者。これはごみ案内センターであり、福祉施策でもある。単純にシステム経費と手数料の比較だけではいけないことを知りました。
また、駐車場案内システムが平成4年から市内で稼動しています。開発費約5億円、毎年1300万円余のシステム維持費がかかっています。よって、今までに7.5億円のコスト。すでに15年経過し、駐車場位置も周知されてきていると思いますし、市内には無人のコイン駐車場などもできてきて、環境も変わってきた。カーナビも普及してきた。歩いていける中心市街地施策に変化してきた。
こう考えると、情報システム部門だけでなく、現業部門の中にもITからみで精査する必要があるのではないか。全庁的なITコストの総点検を提案しますが、どうか。

1-(3)-⑥
　また和歌山市では、議会からも「システム導入についてはホストコンピュータに縛られ経費も業者の言いなりではないのか」などの指摘があり、「システム事前評価」という手法で検証することにしました。その手順は以下です。
　①新たにシステムの導入が必要な場合や制度改正などに伴うシステムの修正が必要な場合、事業担当課は情報システム計画書、見積資料等を提出する。
　②提出された資料に基づき、事業担当課及びベンダーとの三者による会議を行い、計画の目的や必要性、導入・運用・保守の経済性、効率性等を重点的に確認する。
　③三者による会議を基に、システムアドバイザーとして和歌山大学システム工学部の先生3人による評価会議で最終評価を行う。
　④事業担当課は評価結果書を添えて予算要求を行う。
　　このことによりホスト対象システムにおける一社による随意契約から脱却し、できうる限り競争原理が機能させようとするのが目的である。和歌山市のこうした取組みはまだ始まったばかりですが昨年度だけでも20件近くの案件を12回の会議で精査し、開発運用コストを約３割削減しています。

　こうした「ITシステム事前評価の手法」と答弁にあった「豊橋市情報化推進会議」にこのようなやくわりがあるのかどうか、別途こうした「IT評価推進」体制が必要でないか、伺いたい。
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